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（４）事務事業優先度評価の結果（４）事務事業優先度評価の結果（４）事務事業優先度評価の結果（４）事務事業優先度評価の結果 （５）成果指標の動向（５）成果指標の動向（５）成果指標の動向（５）成果指標の動向

①成果優先度評価結果 ②コスト削減優先度評価結果

（６）事務事業に関する評価（６）事務事業に関する評価（６）事務事業に関する評価（６）事務事業に関する評価
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補助金の活用状況については、毎年申込みが1件程度となっている。自身の住宅の耐震化については優先度が低いように思える。
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住宅・建築物の耐震化サポート事業補助金
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耐震診断費補助金 千円

2.耐震改修費補助金 0 耐震改修費補助金 千円

国庫支出金 千円

1.耐震診断費補助金 40

千円

400 0

0 0 0

（決算） （決算） （決算）

④事務事業に関する課題・環境の変化 ⑤事務事業に対する住民からの意見等
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③事務事業開始の経緯・事務事業の現状

2,0000

0

28
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0

② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

木造住宅の耐震化促進のため、Ｓ56.5.31以前に建築された戸建住宅の耐震診断、耐震改修にかかる費用の一部を助成する

・耐震診断→診断費用の1/2以内かつ４万円以内

・耐震改修→設計、工事、監理費用の1/3以内の額かつ４０万円以内

阪神・淡路大震災の教訓を活かし、平成18年に耐震改修

促進法が改正され、各自治体において、地域の実情に

即した耐震改修促進計画を策定し、建築物の耐震化を

計画的に促進することとされたため。

阪神・淡路大震災後、｢建築物の耐震化｣を社会全体の国家

的な緊急課題とし、住宅又は特定建築物の耐震化率を平成

27年度までに90％に上げることを目標としている。それを受

け、｢建築物の耐震改修に関する法律｣も改正されている。

耐震化の必要性に対して、住民の理解度が低いので

はないか。

平成

9

① 事務事業の期間

31 21 0

3.食料費 0

主要事業

食料費 千円

住宅・建築物耐震化促進事業

施策の展開 55

施策の展開

震災からの復興と防災力の強化

上半期

（今年度新たに取り組

む事項について記載）

内容

リフォーム補助金制度を開始。耐震補助金と

併用も可能なので、住民の意識を耐震化へ

誘導する。

今

後

の

方

向

性

平成30年度から

耐震診断及び耐震改修において申込件数が毎年1件程

度である。今後大幅な増加は見込めないため再度制度

の見直しが必要と思われる。

無料耐震相談会3回

上記周知　広報、ＨＰ、区回覧

無料耐震相談会開催回数

PR回数（広報、区回覧、HP）

昭和56年5月以前に着工した戸建住宅の所有者

建築物の安全性を認識し、耐震性のある安全な建物

の状態にする。
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人

住宅の耐震化の促進
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旭市木造住宅耐震診断費補助金交付要綱等
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事務事業評価シート 
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400
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主な事業

国土強靱化地域計画

新市建設計画

定住自立圏構想

平成 27 年度事後評価・決算
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予算

科目

防災体制の充実
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